
1.背景と目的
　我が国では、少子高齢化が進展する中、
認知症等により判断能力が不十分な人が増加
するとともに、単身世帯の増加や頼れる家族、
親族がいない人の増加がみられる。当院でも
救急搬送で受け入れ後に身寄りがいないこと
が明らかになることや、ご本人が認知症で意
思決定ができない状況となっていること、当
地域の介護施設入所中の方の身元保証・身
元引受等が不在となった等の事例が次第に増
え、対応に苦慮している実態がある。
　厚生労働省は、2019年度「身寄りがいない
人の入院、および医療に係る意思決定が困難
な人への支援に関するガイドラン」を発出し
た。身寄りがいない人への対応として、成年
後見制度などの活用が考えられるが、手続き
に時間を要し、特に急性期医療においてはそ
の間の対応に苦慮する実態がある。そこで、
多くの医療機関が求めている「身元保証・身
元引受等」の機能や役割については地域での
取り組みが必要で、医療・介護従事者のみな
らず、地域の行政、地域包括支援センター、
医療機関、介護施設・介護事業所、弁護士
等との連携が求められる。

2.活動の方法
　当地域では、2011年度、厚生労働省「在
宅医療連携拠点事業」の採択を受け、札幌
市豊平区 西岡・福住地区在宅医療連携拠点
事業推進協議会（通称：「とよひら・りんく」 
http://www. toyohiralink.jp）を設立し、活
動をしている。
　今回の「身寄りがいない人に関する対応の
検討」について、地域全体の「身寄りがいな

い人に関する対応の現状と課題」を把握した
上で、既存の合同会議の中で、それに関する
多職種協働のマニュアルや住民向けの冊子の
作成を中心に、行政、地域包括支援センター、
医療機関、介護施設・介護事業所、弁護士等
のご協力をいただき、当地域での対応システ
ムの構築を図った。なお、新型コロナウイル
ス感染症の感染拡大防止の観点からオンライ
ン環境下による会議形式での開催を行った。

3.現状の成果・考察
　①令和2年7月に13施設（病院・介護施設・
地域包括支援センター等）・総数2934名につ
いて、身寄りのいない人に関する現状の把握
を行った。当会独自に作成した「身元保証人」

「意思表示」についてのA～ Dのカテゴリー
について調査を行った。認知症等が進行し、
A→Cに進むことはあるが、B・Dの場合は
身元保証人が不在であり、日用品・意思決定・
医療同意・金銭管理・死後対応等の課題が
生じることが想定された。調査の結果、当地
域では約2％の方が身元保証に関する課題が
あるという結果となった。
　②法的理解を深める意味で、弁護士の講
演も行った。「身元保証人の役割とその機能
についいて～法律的立場から」と題してオン
ラインで講演をしていただいた。参加者から
は「成年後見制度の実情、意思決定の機能の
実践的なアプローチなど、法律家の立場を通
して知ることができて大変参考になりました」

「4つの重要性（本人の意思・プロセス・記録・
多職種連携）の理解を深めることができまし
た」などの声があった。
　③当地域で対応した事例について、症例
報告も行った。地域包括支援センターの介入、
急性期医療機関への入院、施設入所等の一
連の連携について各担当者に報告をしていた
だいた。参加者からは「困難事例のその後の
取り組み、様子がわかり、支援がつながって

いることがわかった」「コロナ禍で対面の会
議が開催できない中において、ケアに関して
悩みを持つ多職種と情報共有できたことはと
ても有意義でした」などの声があった。
　④支援が可視化できるように対応マニュア
ルとして「対応シート」を作成し、カンファレ
ンス等で活用できるようにしたとともに、地
域住民向けとして、既存の冊子「自分らしく
生きるために」の一部修正、冊子「今から考
えよう」の作成を行った。

4.今後の展望
　今後も本会の継続やケーススタディー、症
例報告の要望は多く、地域課題であることを
認識した。具体的な対応策、解決策を地域
の関係職種で共有し、対応マニュアルの修正
を行うとともに、継続的に症例報告等を実施
し、活動を継続していきたい。
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　身寄りのいない人に関する現状の把握を行った。当会
独自に作成した「身元保証人」「意思表示」についてのA
～Dのカテゴリーについて調査を行った。身寄りがいない
場合、日用品・意思決定・医療同意・金銭管理・死後対
応等の課題が生じることが想定された。調査の結果、当
地域では約2％の方が身元保証に関する課題があるという
結果となった。
　地域での対策として、弁護士よる「身元保証人の役割と
その機能について～法律的立場から」と題してオンライン
で講演、当地域で対応した事例についての症例報告、支
援が可視化できるように対応マニュアルとして「対応シー
ト」を作成、地域住民向けとして、既存の冊子「自分らしく
生きるために」の一部修正、冊子「今から考えよう」の作成
を行った。
　具体的な対応策、解決策を地域の関係職種で共有し、
対応マニュアルの修正を行うとともに、継続的に症例報
告等を実施し、活動を継続していきたい。
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